「新発田インターンシップ事業」実施要領
１．目的
近年の若年者の職業・就職等に対する問題意識が希薄化しており、特に学校卒業後、安易に離職するいわゆる「７・５・３現象」といった早期離職や未就職のまま卒業した若年無業者、年長フリーター及びニートの増加傾向は、地域経済発展の隘路となっており、早急に効果的なキャリア教育等を行い、在学中からインターンシップの実施を通じ、若年者の職業意識の形成と社会人・職業人としての自立を図ることが課題となっている。
　このため、将来の地域経済の担い手となる人材の育成と地元就職の促進を図るため、市内大学校・高等学校（以下、大学・高校という）、新発田公共職業安定所管内企業（新発田市、胎内市、阿賀野市、聖籠町）及び新発田市から受託を受けた新発田商工会議所（以下、会議所という）（豊浦商工会、紫雲寺商工会、加治川商工会を含む）が緊密に連携・協力しながら本制度を以下の目的のために推進する。
　（１）会社に対する学生と、大学・高校関係者との理解を深めること。
　（２）学生に会社の業務を体験学習する機会を与え、職業選択の参考としてもらうこと。
　（３）就職後の職場の適応力や定着の向上につなげる。
　（４）会社の職場の活性化を図ること。
　（５）会社のイメージアップを図ること。
　（６）地域経済の担い手となる人材の育成及び地元企業への就職促進
２．実施組織
　新発田インターンシップ事業の実施組織は、「新発田インターンシップ事業推進協議会」とし、その構成は次のとおりとする。
　（１）会　長
　（２）副会長
　（３）委　員：新発田市内に所在する敬和学園大学、県立高等学校、私立高等学校の就職担当教師等、豊浦商工会・紫雲寺商工会・加治川商工会推薦者、新発田商工会議所会員推薦事業所（製造・サービスより各１名）、新発田公共職業安定所事業所・学卒部門統括職業指導官、新発田市商工振興課長、新発田商工会議所専務理事
　（４）顧　問：企業の情報、周知等に詳しい社会保険労務士を顧問として、委嘱し助言を得ることとする。
　（５）事務局：新発田商工会議所はつらつ仕事館　就業支援担当
3.　役割分担
　新発田インターンシップ事業の実施にあたり、大学、高校の学生をインターンシップ実習生として受入れる新発田公共職業安定所管内の企業等（以下、受入企業という）、会議所の主な役割は、それぞれ次のとおりとする。

（1） 大学・高校：新発田インターンシップ事業の参加者を募り、学生を
　　　　　　　　　受入企業に派遣する。
（2） 受入企業：大学・高校から派遣される実習生を受け入れ、就業体験
を提供する。
（3） 会議所：大学・高校と受入企業の仲介を行う。
4.　実習時期
　原則として、実習時期は大学・高校の夏期休暇期間とする。ただし、大学・高校及び受入企業との協議により変更できるものとする。
5.　実習期間
　実習期間は、大学5～10日間、高校3日間を基本とするが、必要に応じて受入企業が自由に設定できるものとする。
6.　実施手順
（1） 受入企業の募集
会議所は、新発田インターンシップ事業推進協議会を主体に、広報（広報紙、ホームページ、チラシ等）、アンケート結果、訪問結果等を参考に、受入候補企業を選定し事業への参加を呼び掛ける。
（2） 事業説明の実施
会議所は、受入候補企業に対し当事業の目的・内容等を周知する。
（3） 受入企業の確定
会議所は、受入候補企業に新発田インターンシップ事業での実習生受け入れ可否について確認し、当年度の受け入れ企業を確定する。
会議所は、当年度の受け入れ企業を速やかに大学・高校に通知する。
（4） 受入企業の実習計画の策定
受け入れ企業は、「（様式1・2）受入企業概要書・企画書」を作成し、会議所へ送付する。
会議所は、「（様式1・2）受入企業概要書・企画書」を取りまとめ大学・高校へ送付する。
（5） 実習希望者の募集・志願
会議所又は、大学・高校は、実習希望者の募集を行い、実習を希望する学生を受入企業ごとに分類して「（様式3）志願者リスト」を作成し、受入企業に送付する。
（6） 実習希望者の選考
受入企業は、受領した「（様式3）志願者リスト」等により、学生の受け入れ可否について選考する。
会議所は、上記選考で否となった学生の次の実習先を確保する。
（7） 実習者の決定
受入企業は、学生の受入可否を決定し、受領した「（様式3）志願者リスト」に受け入れの可否を記載し、会議所及び大学・高校に通知する。
また、学生に対して受入可否決定の連絡を行う。
（8） 受入決定者の通知

会議所又は、大学・高校は、受入が決定した場合「(様式4)インターンシップ個人カード」を受入企業に提出する。
（9） 保険加入
大学・高校は、覚書締結前に学生を「災害傷害保険」及び「賠償責任保険」に必ず加入させなければならない。
（10）評価書の作成
　　　　　　大学・高校は「（様式5）評価書」を作成し、受入企業に送付する。
　　　　　　受入企業は、実習終了後に学生の「（様式5）評価書」を作成し、会議所に送付する。
　　　　　　会議所は、受入企業から受領した「（様式5）評価書」を大学・高校に送付する。
(11) 大学・高校は「(様式6-1・6-2)インターンシップ日誌」を、受入企業に送付する。

　　　大学・高校が直接、受入企業へ送付する場合の様式は、「(様式4)インターンシップ個人カード」、「(様式5)評価書」、「(様式6-1・6-2)インターンシップ日誌」、後記(14)の「(様式7)インターンシップ(就業体験)実施後のアンケート調査」とする。

　　（12）ビジネスマナー講習等の受講
　　　　　　大学・高校は、受入先が決定した学生に対して、実習開始までにビジネスマナー等に関する講習を受講させることとする。
　　（13）実習の実施　
　　　受入企業は、実習生として派遣される学生に対して実習を行う。
　　（14）アンケート調査
　　　　　　会議所は、全ての受入企業の実習が終了した後、「(様式7)インターンシップ(就業体験)実施後のアンケート調査」により、受入企業、学生に対して、事業に関するアンケート調査を行い、今後の事業運営に役立てるものとする。
　　（15）新発田インターンシップ事業の報告
会議所は、前項の調査が完了した後に、新発田インターンシップ事業報告を行い、受入企業、大学・高校に事業報告を行う。　　　　　　　　
　　（16）新発田インターンシップ事業推進協議会の開催
　　　　　　会議所は、新発田インターンシップ事業推進協議会を開催し、当年度の本実施要領に基づくインターンシップの実施状況を検証し、次年度に向けた事業内容の改善・充実を図り、事業の改善に努めるものとする。
　　（17）インターンシップ参加学生の進路調査　
　　　　　　会議所は、新発田インターンシップ事業に派遣した学生の就職先に関する情報(業種・職種・就職先市町村・採用年月日・性別等)をアンケート調査等により、事業効果の検証を行うものとする。
　
7.　通勤費等
　受入企業は、原則として賃金・通勤費等の費用を負担しない。
8.　遵守事項等
（1） 学生は、受入企業の就業規則等を遵守し、受入企業責任者の指示に従うものとする。
（2） 学生は、受入企業での実習中（業務の遂行上）に知り得た社内情報等を他に漏洩してはならない。
9.　付属書類　(様式は別掲)
（1）（様式1・2）受入企業概要書・計画書
（2）（様式3）志願者リスト
（3）（様式4）インターンシップ個人カード
（4）（様式5）インターンシップ評価書
（5）（様式6-1・6-2）インターンシップ日誌
（6）（様式7）インターンシップ(就業体験)実施後のアンケート調査
10.　付則
この要領は、平成23年6月8日に制定するものとする。

この要領の一部改正は、平成24年5月15日から施行する。
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